
(様式例)

第1章総則

(名称)

第1条この法人は、特定非営利活動法人神戸ユネスコ協会という。

(事務所)

第2条この法人は、主たる事務所を兵庫県神戸市に置く。

特定非営利活動法人神戸ユネスコ協会定款

第2章目的及び事業

(目的)

第3条この法人は、ユネスエ憲章の精神に基づき、広く一般市民に対してユネスニ活動を実践するこ

とを通して、 EDS (持続可能な開発のための教育)の展開としての募金及び寄付などの教育支援事

業、ユネスコ憲章の精神の普及を目的としたイベント、セミナー及び講演会等の振興事業に関する事
業を行い、世界の平和と人類の福祉に寄与することを目的とする。

(特定非営利活動の種類)

第4.条この法人は、第3条の目的を達成するため、炊に掲げる特定非営利活動を行う。
a)学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

(2)人権の擁護又は平和の推進を図る活動

(3)国際協力の活動

(4)子どもの健全育成を図る活動

(事業の種類)

第5条この法人は、第3条の目的を達成するため、次の特定非営利活動に係る事業を行う。

①募金及び寄付活動等を通じて教育機関及び子どもに対する教育支援事業

(2)ユネスニ理解のための各種イベント、セミナー及び講演会等に関する事業
③ユネスコ理解のための情報発信事業

第3章衾員

(会員の種類)

第6条この法人の会員は、次の2種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法(以下「法」という。)
上の社員とする。

①正会員との法人の目的に贊同して入会した個人又は団体

②賛助会員ごの法人の目的に贊同し、賛助の意思を持っ個人又は団体

(入会)

第7条会員の入会については、特に条件を定めない。

2 会員として入会しようとするものは、その旨を文書で理事長に申し込むものとし、理事長は正当な
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理由がない限り、入会を認めなけれぱならない。

3 理事長は、前項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面をもって本人にその
旨を通知しなけれぱならない。

(入会金及び会費)

第8条会員は、総会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならない。'

(会員の資格の喪失)

第9条会員が次の各号のいずれかに該当する場合には、その資格を喪失する。
(1)退会の申し出があったとき。

(2)本人が死亡し、又は会員である団体が消滅したとき。

③継続しで2年以上会費を滞納したとき。

④除名されたとき。

(退会)

第 10 条会員は、退会しようとするときは、その旨を文書で理事長に提出して任意に退会することが
できる。

(除名)

第 H 条会員が次のいずれかに該当するときは、総会において正会員総数2分の1以上の同意により

会員を除名することができる。この場合、その会員に対し、議決前に弁明の機会を与えなけれぱなら
ない。

(1)法令、定款に違反したとき。

(2)との法人の名誉をき損し、設立の趣旨に反し、又は秩序を乱す行為をしたとき。

(拠出金品の不返還)

第12条既に納入した入会金、会費及ぴその他の拠出金品は、これを返還しない。
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第4章役員及ぴ職員

(種別及び定数)

第13条この法人に次の役員を置く。

①理事 3人以上15人以下

②監事 1人以上3人以下

2 '理事のうち、 1人を理事長とする。

(選任等)

第14条理事及び監事は、総会において選任する。

2 理事長は、理事の互選とする。

3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは3親等以内の親族が1人を超えて

含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び3親等以内の親族が役員の総数の3分の1を超えて含ま
れることになってはならない。

4 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねることはできない。

(職務)



第15条理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。

2 理事長以外の理事は、この法人の業務について、この法人を代表しない。

3 理事長に事故あるとき又は理事長が欠けたときは、理事長があらかじめ指名した順序によって、そ

の職務を代行する。

4 ・理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び理事会の議決に基づき、この法人の業務を執行する。

5 監事は、次に掲げる業務を行う。

①理事の業務執行の状況を監査すること。

(2)この法人の財産の状況を監査すること。

(3)前2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは

定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総会又は所轄庁に報告するこ

と。

④前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。

(5)理事の業務執行の状況若しくはこの法人の財産の状況について、理事に意見を述べ、又は理事

会の招集を請求すること。

(任期等)

第16条役員の任期は2年とする。ただし、再任を妨げない。

2 前項の規定にかかわらず、後任の役員が選任されていない場合には、任期の末日後最初の総会が終

結するまでその任期を伸長する。

3 補欠のため、又は増員によって就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者の任期の残存

期間とする。

4 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わなければなら

なし、。

(欠員補充)

第 17 条,理事又は監事のうち、その定数の3分の1を超える者が欠けたときは、遅滞なくこれを補充

しなけれぱならない。

(解任)

第 18 条役員が次の各号のーに該当するに至ったときは、総会の議決により、とれを解任するととが

できる。この場合、その役員に対し、'議決する前に弁明の機会を与えなければならない。

a)心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。

(2)職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。

(報酬等)

第 19 条役員には報酬を与えるととができる。ただし、役員のうち報酬を受ける者の数が役員の総数

の3分の1以下でなけれぱならない。

2 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償tることができる。

3 前2項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。

(職員)

第20条この法人に事務局長その他職員を置くことができる。

2 事務局長その他の職員は、理事長が任免する。

、
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第5章総会



(種別)

第21条この法人の総会は、通.常総会及び臨時総会の2種とする。

(構成)

第22条総会は、正会員をもって構成する。

(権能)

第23条総会は、以下の事項について議決する。

①定款の変更

②解散

③合併

④事業報告及び決算

⑤役員の選任又は解任及び報酬

⑥入会金及び会費の額

(フ)会員の除名

(8)その他、理事会が総会に付すべき事項として議決した事項

r

(開催)

第24条通常総会は、毎事業年度1回開催する。

2 臨時総会は、次の各号のいずれかに該当する場合に開催する。

(1)理事会が必要と認め、・招集の請求をしたとき。

(2)正会員総数5分の1以上から、会議の目的を記載した書面により招集の請求があったとき。
(3)第15条第5項第4号に基づき監事から招集があったとき。

(招集)

第25条総会は、前条第2項第3号の場合を除いて、理事長が招集する。

2 理事長は前条第2項第1号及び第2号の規定による請求があったときは、その日から 30日以内に
臨時総会を招集しなけれぱならない。

'

3 総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又は電磁的方法によ
り、少なくとも5日前までに通知しなけれぱならない。

(議長)

第26条総会の議長は、その総会において出席した正会員の中から選任する。

(定足数)

第27条総会は、正会員総数の2分の1以上の出席がなければ開会することができない。

(議決)

第28条総会における議決事項は、第25条第3項の規定によりあらかじめ通知された事項とする。

2 総会の議事は、この定款に別に定めるもののほか、総会に出席した正会員の過半数を、つて決し、
可否同数のときは、議長の決するきごろによる。

(表決権等)

第29条各正会員の表決権は平等なるものとする。

2 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項にっいて

書面又は電磁的方法をもって表決し、又は他の正会員を代理人として表決を委任することができる。
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この場合において、第27条、前条第2項、次条第1項第3号及び第48条の規定の適用については、

出席したものとみなす。

3 議決すべき事項について特別な利害関係を有する正会員は、その事項について表決権を行使すると

とができない。

(議事録)
、

第30条'総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなけれぱならない。

①日時及び場所

②正会員の現在数

③総会に出席した正会員の数(書面表決者又は電磁的方法による表決者及び表決委任者がある場

合にあってはその数を付記すること。)

④議長の選任に関する事項

⑤審議事項

⑥議事の経過の概要及び議決の結果

(フ)'議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人2人以上が署名・押印又は記名・

押印しなければならない。
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第6章理事会

(構成)

第31条理事会は、理事をもって構成する。

(権能)

第32条理事会は、この定款に別に定めるもののほか、次に掲げる事項を議決する。

①事業計画及び予算並ぴにその変更

②理事の職務

③借入金、その他新たな義務の負担及び権利の放棄

④総会に付議すべき事項

⑤総会の議決した事項の執行に関する事項

⑥その他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項

(開催)

第33条理事会は、汰の各号のいずれかに該当する場合に開催する。

a)理事長が必要と認めたとき。

(2)理事総数の5分の1以上から会議の目的を示して招集の請求があったとき。

(3)第15条第5項第5号に基づき監事から招集の請求があったとき。

(招集)

第34条理事会は、理事長が招集する。

2 理事長は、前条第2号及び第3号の規定による請求があったときは、その日から21日以内に理事

会を招集しなけれぱならない。

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又は電磁的方法に

より、少なくとも5日前までに通知しなければならない。



(議長)

第35条理事会の議長は、理事長がこれに当たる。

(定足数)

第36条理事会は、理事総数の過半数の出席がなけれぱ開会することができない。

(議決)
.

第37条理事会における議決事項は、第34条第3項の規定によりあらかじめ通知された事項とする。

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

(表決権等)

第38条各理事の表決権は平等なるものとする。

2 やむを得ない理由のため理事会に出席.できない理事は、あらかじめ通知された事項について書面又

は電磁的方法をもって表決することができる。との場合に謁いて第36条及び次条第1項第3号の規定

の適用については、出席したものとみなす。

3 議決すべき事項について特別な利害関係を有する理事は、その事項について表決権を行使すること

ができない。

・(議事録)

第39条理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなけれぱならない。

①日時及び場所

②理事の現在数

③理事会に出席した理事の数及び氏名(書面表決者又は電磁的方法による表決者にあってはその

旨を付記するとと。) '

④審議事項

⑤議事の経過の概要及び議決の結果

⑥議事録署瑠人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及び出席した理事のうちからその会議において選任された議事録署名人2人が署

名・押印又は記名・押印しなけれぱならない。
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第7章資産及ぴ会計等

(資産の構成)

第40条この法人の資産は、次に掲げるものをもって構成する。

①設立当初の財産目録に記載された資産

②入会金及び会費

③寄付金品

④事業に伴う収益

⑤資産から生じる収益

⑥その他の収益

(資産の管理)

第41条この法人の資産は、理事長が管理し、その方法はゞ総会の議決を経て、理事長が別に定める。

(会計の原則)
J



第42条この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従って行うものとする。

(事業年度)

第心条この法人の事業年度は、毎年4月1日に始まり、翌年3月31日に終わる。

(事業計画及び予算)

第U条この法人の事業計画及びこれに伴う予算は、理事長の責任のもと作成し、理事会の議決を経

なければならない。

(暫定予算)

第45条前条の規定にかかわらず、.やむを得ない事由により予算が成立しないときは、予算成立まで

は、前事業年度の予算に準じ執行するととができる。

2 前項の規定による執行は、新たに成立した予算に基づくものとみなす。

(予算の追加及ぴ更正)

第46条予算成立後にやむを得ない事由が生じたときは、理事会の議決を経て、既定予算の追加又は

更正をすることができる。

(事業報告及び決算)

第47条この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関する書類は、毎

事業年度終了後、速やかに、理事長の責任のもと作成し、監事の監査を受け、総会の議決を経なけれ

ぱならない。

2 決算上剰余金を生じたときは、炊事業年度に繰り越すものとする。

第8章定款の変更、解散及ぴ合併

(定款の変更)

第48条この定款を変更レようとするときは、総会において出席した正会員の4分の3以上の議決を

経、かつ、法第25条第3項に定める以下の事項に係る定款の変更の場合、所轄庁の認証を得なけれ

ぱならない。

①目的

②名称

③その行う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類

④主たる事務所及びその他の事務所の所在地(所轄庁の変更を伴うものに限る)

(5)社員の資格の得喪に関する事項

⑥役員に関する事項(役員の定数に係るものを除く)

(フ)会議に関する事項

(8)その他の事業を行う場合には、その種類その他当該その他の事業に関する事項

(9)解散に関する事項(残余財産の帰属すべき者に係るものに限る)

(10)定款の変更に関する事項

(解散)

第四条この法人は、次に掲げる事由により解散する。

①総会の決議

②目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能
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③正会員の欠亡

④合併

⑤破産手続開始の決定

⑥所轄庁による設立の認証の取消し

前項第1号の事由により解散する場合は、正会員総数4分の3以上の承諾を得なければならない。

第1項第2号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なけれぱならない。

(残余財産の帰属)

第50条この法人が解散(合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。)したとき残存する財産は、

法第Ⅱ条第3項に掲げる者のうち国又は地方公共団体に譲渡するものとする。

(合併)

第 51条この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の4分の3以上の議決を経、

かつ、所轄庁の認証を得なければならない。

第9章公告

(公告の方法)

第52条との法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載Lて行う。ただし、

貸借対照表の公告については、内閣府NP0法人ポータルサイトに掲載して行う。

第10章'雑則

(施行細則)

第胎条この定款の施行について必要な事項は、理事会の議決を経て理事長がこれを定める。

附則

1 と.の定款は、この法人の成立の日から施行する。

2 この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。

中村厚子理事長

大亀元理事

西勝

福田大樹

奥田守

中西教之

佐々井秀二

田宮厚子 .

中田英行

二宮秀人

大西裕宜子監事

3 この法人の設立当初の役員の任期は、第16条第1項の規定にかかわらず、成立の日から令和8年6

月31日までとする。
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4 この法人の設立当初の事業計画及び予算は、この定款の規定にかかわらず、設立総会で定めるもの
とする。

5 この法人の設立当初の事業年度は、この定款の規定にかかわらず、成立の日から令和7年3月31
日までとする。

6 この法人の設立当初の入会金及び会費は、この定款の規定にかかわらず、徐に掲げる額とする。
個人①正会員 団体

①入会金 0円 0円

②年会費 5000円 5000円

②賛助会員

①入会金 0円

②年会費 1000円

0円

3000円
、
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(様式例)

役名

理事長

理事

なかむらあつこ

'、"力1 力

氏名

役員名簿

中村厚子

理事

おおかめはじめ

大亀

理事

にしまさる

神戸市中央区下山手通3丁目15番10-801号

西勝

理事

ふくだたいき

特定非営利活動法人神戸ニネスコ協会

神戸市須磨区北落合6丁目1番7-104号

住所又は居所

福田大樹

船くだまもる

理事

神戸市中央区東川崎町1丁目3番6-1513号

奥田守

理事

なかにしのりゆき

神戸市須磨区大池町5丁目12番16号

中西教之

理事

ささいしゅうじ

佐々井秀二

兵庫県神崎郡福崎町西田原1882番地10

理事

報酬の有無

たみや

田宮

兵庫県西宮市中前田町3番20号

あつこ

厚子

理事

なかた

中田

神戸市北区星和台1丁目16番地の87

ひでゆき

央イ丁

監事

にのみや

二宮

神戸市灘区琵琶町2丁目3番17号

ひでと

秀人

船松にし

大西

兵庫県淡・路市黒谷1319番地

ゆきこ

裕宜子

兵庫県芦屋市東山町7番30-302号

神戸市須磨区東町1丁目1番20-608号

虫圧
J、、、

虫正
i、、、

無

無

無

無

無

無

無

元

無

無



1 趣旨

「戦争は人の心の中で生まれるものであるから、人の心の中に平和のとりでを築かなけれぱなら

ない。」これは、ユネスコ憲章全文にある一節です。人類は平和を求めているにも関わらず、ウク

ライナでの侵略をはじめ、争いをなくすまでに至っておりません。また、技術革新によって、自

然災害による被害をなくすこともできておりません。

このため、人類はこれらの被害の防止に努めるとともに、被害の救済を考えなけれぱならない

のです。ニネスコの理念が、,教育、科学、文化を通じた持続可能な社会の構築と、平和と人権の

推進に焦点を当てているのはこのためです。

私たちは、ユネスコの理念に賛同し、支援の輪(=平和のとりで)を築いて行きたいと思い、

長年にわたり、募金活動などにより資金を集め、支援団への寄付や海外の学校への遊具などの寄

贈の活動をして参りました。これからも、この支援の輪を広げて参る所存でございます。

今回、法人として申請するに至ったのは、任意団体として実践してきた活動や事業を持続可能

な形にしなければならいないという使命からです。今後、次の世代にこの活動を引き継ぐために

は、社会的に認められた公的な組織にしていくととが最良の策であると考えております。また、

若い世代をはじめ多くの市民の方に参画していただくことのできるような仕組みとして、特定非

営利活動法人格を取得するのが最適であると考えました。

法人化することにより、持続可能な団体として組織を発展、確立することができ、ユネスコの
活動に関わる様々な事業をこれからも展開することができるようになり、広く社会に貢献できる

と考えております。

設立趣旨書

特定非営利活動法人神戸コネスコ協会

氏名中村厚子

2 申請に至るまでの経過

令和5年9月

令和5年12月

令和6年4月

設立準備委員会設立

会員間で法人化の意思確認

設立総会の開催

令和6年4月13日

設立代表者



1.・基本方針

当法人は、任意団体からNP0法人として継続して活動するいわゆる法人成りとして設立されるもの
であるから、初年度は基本的には継続して活動を行うものとする。

2 特定非営利活動に係る事業

令和6年度事業計画書

特定非営利活動法人神戸ユネスコ協会

定款ゐ
事業名

(1)募金及び
寄付活動等を

通じて教育機

関及び子ども

に対する教育

支援事業

プロジェクト内容

ユネスコ募金活動

学校等への支援活動

(2)ユネスコ

理解のための

各種イベント、

セミナー及び

講演会等に関

する事業

バスツァー等のイベン

ト開催

チャリティコンペ

国際交流フェア

(3)ニネスコ

理解のための

情報発信事業

実施月

実施回数

随時

随時

i

3.事業実施体制

'(1)会議に関する事項

①通常総会 6月

②理事会月1回開催(年12回)

(2)事務局体制

事務局長:大亀

インターネット等を通

じた情報発信事業
SNS を通じて当協会の活

動を発信する。

実施場所

神戸市及びそ

の周辺

神戸市及びそ

の周辺

Ⅱ月

5回/年

3月

対象者

近畿圏在

住の市民

神戸市及ぴ

その周辺地

域の学校

世界遺産のあ

る地域

兵庫県内

神戸市内

随時

収益

見込

兵庫県民及

び大阪府民

近畿圏在

住の市民

二L才'、;ミコ

関係者

神戸市

0

0

600,000

300,000

兵庫県民及

び大阪府民

0

0

元



1.基本方針

第2期目も、前期と同様の活動を行いつつ、その規模の拡大を図るものとする。具体的には、学校

等への寄付等の支援活動の拡充を図っていきたい。

2 特定非営利活動に係る事業

令和7年度事業計画書

特定非営利活動法人神戸ユネスコ協会

定款の

事業名

(1)募金及び

寄付活動等を

通じて教育機

関及び子ども

に対する教育

支援事業

プロジェクト内容

ユネスコ募金活動

学校等への支援活動

(2)ニネスコ

理解のための

各種イベント、

セミナー及び

講演会等に関

する事業
0

バスツアー等のイベン

ト開催

チャリティニンペ

国際交流フ=ア

(3)ユネスコ

理解のための

情報発信事業

実施月

実施回数

随時

随時

3.事業実施体制

(1)会議に関する事項

①通常総会 6月

②理事会月1回開催(年12回)

(2)事務局体制

事務局長:大亀元

インターネット等を通

じた情報発信事業

実施場所

神戸市及びそ

の周辺

神戸市及びそ

の周辺

0

1回/年

5 回/年

3月

対象者

近畿圏在

住の市民

神戸市及び

その周辺地

域の学校

近畿圏

兵庫県内

神戸市内

随時

収益

見込

兵庫県民及

び大阪府民

近畿圏在

住の市民

コ."司气ス.コ

関係者

神戸市

0

0

600,000

300,000

兵庫県民及

び大阪府民



゛

1 経常収益
1 受取会費

正会員受取会費
賛助会員受取会費

2 受取寄附金
受取寄附金

3 受取助成金等
受取民問助成金

4 事業収益
募金及び寄付活動等を通じて教育機関及ぴ子ぞもに対する數青
支援事業

ユネス=理解のための各種イペント、セミナー及ぴ講演会等に

関する事業

ニネス=理解のための情報晃信事業

5 その他収益

受取痢」息
雑収入

経常収益計(A)

Ⅱ経常費用
1 事業費

①人件費
給料乎当
臨時雇賃金
法定福利費

人件費計
②その他経費

仕入高

旅費交通費
車両費
水道光熱費
地代家賃
減価償却費
雑費

その他経費計
事業費計

2 管理費
ω人件費

役員報酬
人件費計

②その他経費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
水道光熱費
地代家賃
雑費

その他経賢計
管理費計

経常費用計佃)
当期経常増減額(A-B)

Ⅲ経常外収益
1 固定資産売却益
経常外収益計(C)

Ⅳ経常外費用
1 過年度損益修正損
経常外費用計(D)

①当期正味財産増減額(A-B十C・D)
②設立時繰越正味財産額

歌期繰越正味財産額(Φ十②)

科

令和6年度活動予算書

成立の日からから令和7年3月31日まで

目

1,010,000

0

特定非営利活動法人神戸ユネス出協会

(単位円)

、.

140,000

10,000

金

2 000 000

額

0

150,000

2,000,000

0

、

900,000

0

0

i甲

0

900,000

0

0

1,010,000

1,500,000

200,000

100,000
0

0

0

50 000

0

0

3,050,000

1

1,850,000

、

0

20,000
0

20,000
0

120,000

30,000

0

1,850,000

190,000

190,000

0

2 040,000

1,010,000

0

0

0
0

0
 
0
 
0



1 経常収益
1 受取会費

正会員受取会費
賛助会員受取会費

2 受取寄附金
受取寄附金

3 受取助成金等
受取民間助成金

4 事業収益
募金及ぴ寄付活動等を通じて撒育機関及ぴ子どもに対,る教育
支援事業

ユネスコ理解のための各種イベント、セミナー及び講演会等に
関tる事業

ニネス=理解のための情報発信事業

5 その他収益
受取利息
雑収入

経常収益計(A)

Ⅱ経常費用
1 事業費

叫人件費
給料手当
臨時雇賃金
法定福利費

<件費計
②その他経鬢

仕入高
旅費交通費
車両費
水道光熱費
地代家賃
減価償却費
雑費

その他経費計
事業費計

2 管理費
①人件費

役員報酬
人件費計

②その他経費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
水道光熱費
地代家賃
雑費

その他経費計
管理費計

経常費用計(B)
当期経常増減額(A-B)

Ⅲ経常外収益
1 固定資産売却益
経常外収益計(C)

Ⅳ経常外費用
1 過年度損益修正損
経常外費用計(D)

①当期正味財産増減額(A-B十C-D)
②前期繰越正味財産額
歌期繰越正味財産額(①+②)

科

令和7年度活動予算書

令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

目

、

0

3 540,000

特定非営利活動法人神戸ユネスコ協会

(単位円)

160,000

50,000

金

3,000,000

570,000

額

0

210,000

3,000,000

0

900,000

0

0

0

900,000

0

0

0

570,000

1,010,000

3,000,000

200,000

100,000

0

0

4,110,000

3,350,000

ノ

50,000

0

0

20,000

0

20,000
0

120,000

30,000

0

1,580,000

3,350,000

190,000

J

190,000

0
0

0
 
0
 
0

0
 
0
 
0


